
１．はじめに

慶作前地区高架橋は首都圏中央連絡自動車道
（圏央道）の久喜白岡 JCTと幸手 IC間に位置し、
災害時の代替路としての機能や首都圏の道路交通
の円滑化などの役割を担う環状道路を構成する橋
梁である。
本橋の架設は、架橋部上空に６６，０００Vの特別高
圧送電線が横断し、クレーン作業区域が制限され
る限られた作業ヤード内で架設することを要求さ
れることから、移動式ベントによる縦取り架設工
法を採用した。ここに工法検討経緯と施工状況に
ついて報告する。

工事概要
�１ 工 事 名：圏央道慶作前地区高架橋上部

その１工事
�２ 発 注 者：国土交通省 関東地方整備局

北首都国道事務所
�３ 工事場所：埼玉県幸手市上高野地先

�４ 工 期：平成２５年７月３１日～
平成２６年９月３０日

２．施工工法の検討

２．１ 現場条件と課題
縦取り架設の対象となる１P６橋脚～１P９橋
脚間の現地条件を以下に示す。
①ヤード全体がほぼ水平で、凹凸のない状態に整
地可能である。
②地耐力は、ほぼ全域で６００KN／㎡程度を確保で
きる。
③特別高圧送電線（６６，０００V）が桁上約１０mの高
さを横断しており、作業空間離隔距離を４m
確保する必要がある。
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図―１ 縦取り架設計画図

図―２ 完成写真
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④１P８橋脚付近に市道５８９号（農道）が横断し
ているが、通行止め及び迂回路設置可能である。
⑤隣接橋梁との掛け違い橋脚である１P９橋脚に
は、既に隣接工区桁が架設完了している。
⑥作業時間帯の制約は無いが、全体工期が非常に
短い。
上記条件から、ヤード地表面での制約条件は少
ないが、上空に特別高圧送電線が横断しているこ
とから、クレーン直接架設による感電のリスクや、
隣接工区の桁架設完了による手延べ機を使用した
架設工法を選定できないことなどが課題となる。
これより、工期を延伸させず架設コストへの影響
を最小限とする効率の良い施工方法の選定が必要
となった。

２．２ 架設工法の選定と概要
�１ 架設工法の選定
工期を延伸させないためには急速施工工法が望
まれるため、大ブロックや中ブロックによるク
レーン架設工法が有効であるが、上空の特別高圧
送電線の制約下ではクレーンによる施工ができな
いため、上空制限がないヤードで地組した桁を水
平に移動させて架設する工法を検討した。工法選
定では、近年事例が増えている自走式多軸台車を
用いる工法、手延べ機を用いない送り出し工法、
架設箇所全線に軌条設備を設置し縦取りする工法
などについて比較検討を行った。
その結果、自走式多軸台車を用いる工法ではコ
ストインパクトが大きくなること、手延べ機を用
いない送り出し工法では張り出し長が大きいため
桁補強重量の増加が問題であった。
これより、縦取り工法が最も有効と判断され、
当社特許（特許第４４１８４０５号（２００９．１２．０４））であ
る移動軌条を応用する移動式ベントを採用するこ
とで、架設箇所全線に軌条設備を配置する工程も
省略できるため、短工期でコストインパクトが小
さく、特別高圧送電線に対する安全性も確保でき
る移動式ベントによる縦取り工法を選定した。

�２ 移動式ベントによる縦取り架設工法の概要
図―３のステップ図に示すとおり、上空制限の
ない１P６橋脚～１P８橋脚間に移動式ベントを
それぞれ１基ずつ設置し、ベント上で地組立およ
び合成床版の搭載を行う（STEP１）。移動式ベ
ントにより桁を移動させ桁先端を１P８橋脚から
張り出し、後方ベントを上空制限のない１P９橋
脚付近に移設する（STEP２）。次に、移設した
ベントを桁先端付近まで移動すると同時に１P７
～１P８橋脚間の移動ベントを後方に移動する
（STEP３）。その後、桁を所定の位置まで移動
する（STEP４）。
移動式ベントには、基礎梁下部にスライドベー
スおよび水平ジャッキ、軌条梁を配置し、移動軌
条の上を走行する構造とし、基礎梁両端に配置し

図―３ 縦取りステップ図

－１８－



た鉛直ジャッキで仮受時に水平ジャッキのスト
ロークを縮めることで、ジャッキの盛替えると同
時に架設工具で軌条梁を調整することで方向修正
作業も行える構造とした（図―４移動式ベント構
造図，図―５移動式ベント基礎）。
主桁はR＝１０００mのゆるやかな曲率線形であ
るが、縦取りの基準線は直線とし、１主桁当り２
点支持とすることで、縦取り中の桁のねじれ緩和
及び移動式ベントの反力管理を容易にできるよう
工夫した。
縦取り量は上り線４０m下り線４６mとした。そ
れぞれ途中に３回の盛替え作業（移動式ベントの
受け点を変えるため橋脚に桁を仮置きし、移動式
ベントを後退させ桁を受け直す作業）が発生し、
仮置き時の受け点設備高および縦取り完了時の桁
降下量を最小限とするため、縦取り基準高は全支
点＋５００mmとした。

２．３ 縦取り工法の課題
�１ 移動ベントの転倒対策
主桁の上に合成床版を搭載した状態での桁移動
となるため重心が高くなり、縦取り時の安定性を
確保する必要があった。
�２ 地盤沈下対策
事前に行ったキャスポル（簡易支持力測定器）
による調査では、設計荷重１９６KN／㎡に対して約
３倍の換算短期支持力度６４０KN／㎡確保できてい
ることを確認したが、橋脚付近の地盤で不等沈下
が発生した場合バランスが崩れることが予想され
た。

３．工夫・改善点と適用結果

３．１ 縦取り工法の工夫
�１ 移動ベントの転倒対策
合成床版を搭載したことにより重心が上がり、
転倒安全率を低下させるため、ベントの柱間隔を
最大限広くすることで安定性を向上させた。ベン
トの柱間隔を橋軸方向６m橋軸直角方向６．５mと
するとともに、移動式ベントの自重（最大反力１０３１
KNに対しベント重量８００KN）を増やすことで重
心を下げ、転倒に対する安全率を向上する構造と
した。（転倒安全率を４．２≧１．２）加えて、ベント
上の桁を逸走させないため、ベント頂部に桁固定
装置として、サイドストッパーと強固なラッシン
グ設備を設置した（図―６桁固定要領図）。

図―４ 移動式ベント構造図

図―５ 移動式ベント基礎

図―６ 桁固定要領図
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�２ 地盤の不等沈下対策
支持面積を確保するため、敷鉄板（t＝２２mm）
を交差するように２重に敷設した。（図―７敷鉄板
状況写真）
�３ 縦取り作業時の監視対策
縦取り作業施工時には、地盤不等沈下の影響に
よる移動式ベントの倒れ（橋軸方向及び橋軸直角
方向）や荷重の偏り、走行不良を監視するため計
測結果が現地に設置した管理室で集中管理を行っ
た。
①スライドベースの反力管理による荷重の偏り
の監視
②水平ジャッキの反力管理により推進力のばら
つきの監視
③水平器により移動ベントの倒れの監視
レーザー距離計で主桁の縦取り移動量を計測し、
地上の移動量と比較することで桁のすべりの監視
を行い、非常停止が行えるようにした。

３．２ 現場施工の結果
現場施工については特に大きなトラブルも無く、
当初予定通り、縦取り開始から桁降下完了まで３
日間の工程で施工できた。これは、上空制約があ
りクレーンで直接架設できない場合での送り出し
工法に比べ、充分優位な結果であると思われる。
移動式ベントの作業状況については、移動式ベ
ントの倒れは２％以内と安定していたため、安定
感のある縦取り作業となった。
施工コストについては、移動式ベントに関わる
機材重量が３基分で約１８０t となったため、同規

模の送り出し工法の際の機材重量に比べると１．５
倍多くなる傾向となり、設備損料や輸送費などが
コスト高となった。一方、縦取り工法を採用し、
連結構などの製作材及び高力ボルトなどの購入品
が少なくなったことで、本工事においては同規模
の送り出し工法とコスト差異はなかった。
現場施工時の唯一のトラブルと言えるのは、移
動式ベントが橋脚付近まで接近したことで、一般
部と比べ締め固めが充分でない橋脚周りでの多少
の地盤沈下が発生したことである（図―８橋脚付
近地盤沈下状況）。
今後同じ工法で施工する際には、移動式ベント
の移動範囲から橋脚周りを外した計画にするか、
必要に応じ橋脚周りの地耐力の確認と地盤支持力
の確保が必要であると思われた。

４．おわりに

本工事において、移動式ベントによる縦取り架
設工法は、桁下条件が整ったことから有効な架設
工法であった。ただし、桁下高さ（移動式ベント
高さ）、地盤条件（地耐力、不陸状況等）、桁下ヤー
ドの確保などの諸条件により施工コスト、安全性
（設備の安定性）が大きく変わる可能性があるた
め、工法を選定する上で他工法の併用も考慮した
選択が必要になることは言うまでもない。
最後に、本工事の施工にあたってご協力いただ
きました関係者の皆様に感謝の意を表します。

図―７ 敷鉄板状況写真

図―８ 橋脚付近地盤沈下状況
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